 (
資料５
)前橋市子ども・子育て支援事業計画
見込み量を算出する事業とﾆｰｽﾞ量

[bookmark: _Toc387330180]１　量の見込みを算出する項目
前橋市子ども・子育て支援事業計画において量の見込みを設定する項目は以下のとおり。 (
資料３
)
また、量の見込みを算出する際の提供区域の設定は、教育・保育は6区域、放課後児童健全育成事業は小学校区、その他事業は市域全域とする。
	事業区分
	区域
	算出方法

	教育・保育
	1号認定区分　（3-5歳、教育のみ利用）
	６区域
（※１）
	●ﾆｰｽﾞ調査
●利用実績
●人口推計
など

	
	2号認定区分　（3-5歳、保育の必要性あり）
	
	

	
	3号認定区分
（0歳、1-2歳の年齢区分ごと、保育の必要性あり）
	
	

	地域子ども・子育て支援事業
	1 利用者支援者事業
	市域全域
	

	
	2 地域子育て支援拠点事業
	市域全域
	

	
	3 妊婦健康診査
	市域全域
	

	
	4 乳児家庭全戸訪問事業
	市域全域
	

	
	5 養育支援訪問事業
	市域全域
	

	
	6 子育て短期支援事業
	市域全域
	

	
	7 ファミリー・サポート・センター（子育て援助活動支援事業）
	市域全域
	

	
	8 一時預かり事業
・【幼稚園型】幼稚園における在園児を対象
・【一般型】在園児対象型を除く
	市域全域
	

	
	9 延長保育事業
	市域全域
	

	
	10 病児・病後児保育事業
	市域全域
	

	
	11 放課後児童健全育成事業
	小学校区
	

	
	12 実費徴収に係る補足給付を行う事業
	市域全域
	

	
	13 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
	市域全域
	


注）地域子ども・子育て支援事業は１３事業からなるが、「多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業」本市では該当がなく、未実施である。このため、ニーズ量の算出は行わないが、実施について必要に応じて検討を行うものとする。

※１　≪６区域≫
①本庁管内地区、②芳賀・桂萱・南橘・富士見地区、③東・元総社・総社・清里地区
④上川淵・下川淵地区、⑤永明・城南地区、⑥大胡・宮城・粕川地区

[bookmark: _Toc387330181]２　事業概要
[bookmark: _Toc387330182]（１）教育・保育事業の概要
教育・保育の事業概要は以下のとおり。
	区分
	事業
	事業の概要

	教育保育施設
	保育所（園）
	保護者の就労等の理由により家庭での保育が困難な場合に、0～5歳の子どもを預かり、保育を提供する。

	
	幼稚園
	保護者の就労状況にかかわらず、3～5歳の子どもを預かり、幼児教育を提供する。

	
	認定こども園
	保護者の就労状況にかかわらず、就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する。また、すべての子育て家庭を対象に、子育て不安に対応した相談活動や、親子の集いの場の提供などを実施する。

	地域型保育施設
	家庭的保育事業
	・家庭的な雰囲気で、少人数を対象にきめ細かな保育を実施
・少人数(現行は家庭的保育者1人につき、子ども3人)
※補助者がいる場合は子ども5人まで
・家庭的保育者の居宅等様々なスペース
・0～2歳の子どもが対象

	
	小規模保育事業
	・小規模な家庭的保育に近い雰囲気で、きめ細かな保育を実施
・6～19人まで
・多様なスペース
・0～2歳の子どもが対象

	
	事業所内保育事業
	・企業が主に従業員への仕事と子育ての両立支援策として実施
・様々（数人～数十人程度）
・事業所その他様々なスペース

	
	居宅訪問型保育事業
	・住み慣れた居宅で1対1を基本とし、きめ細かな保育を実施
・1対1が基本
・利用する保護者・子どもの居宅
・0～2歳の子どもが対象









[bookmark: _Toc387330184]（２）　地域子ども・子育て支援事業の概要
地域子ども・子育て支援事業の概要は以下のとおり。
	事業
	事業の概要

	①利用者支援事業
	子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施する事業

	②地域子育て支援拠点事業
	乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行う事業

	③妊婦健康診査
	妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施する事業

	④乳児家庭全戸訪問事業
	生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を行う事業

	⑤-1養育支援訪問事業
	養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業

	⑤-2子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業）
	要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関間の連携強化を図る取組を実施する事業

	⑥子育て短期支援事業
	保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事業（ショートステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業））

	⑦ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）
	乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業

	⑧一時預かり事業
	家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業

	⑨延長保育事業
	保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業

	⑩病児・病後児保育事業
	病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保育等する事業

	⑪放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業）
	保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業




	事業
	事業の概要

	⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業
	保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業

	⑬多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
	特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業



[bookmark: _Toc387330185]３　量の見込み【対象児童数】
[bookmark: _Toc387330186]（１）　計画期間における推計児童数
①就学前児童　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②就学児童
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※出典：国立社会保障・人口問題研究所推計値に基づく

（２）　女性就業率の考え方
①厚生労働省が示す子育て安心プランに基づく目標数値：80.0％（令和5年3月）
②まえばし女性活躍推進計画の目標数値：70.6％(令和2年3月)※平成29年度実績値67.2％
③第Ⅱ期前橋市子ども・子育て支援事業計画における基礎数値：76.5％
本計画においては、国の目標値（①）を考慮するものの、地域格差が大きい就業率については、より、本市の地域の実態に合わせた計画上の目標数値（②）を優先する。
ニーズ量の算出については、ニーズ調査回答者の家庭類型を分析すると、本市の目標数値上回る約７６．５％の家庭において母親が「就労している、または就労したい」、と回答している結果が出ているため、この調査結果の基礎数値に目標数値が反映されているものとして見込む。


[bookmark: _Toc387330187]（３）　認定区分
保護者の申請を受けた市が、国の策定する客観的基準に基づき、保育の必要性の有無を認定した上で給付を支給する仕組み。（法第19条）
	１号認定
	3-5歳児、学校教育のみの利用

	２号認定
	3-5歳児、保育の必要性あり

	３号認定
	0-2歳児、保育の必要性あり



[bookmark: _Toc387330212][bookmark: _Toc387330213]４　就学前児童のニーズ量　
※以下、「太字・二重枠」で示すﾆｰｽﾞ量を算出結果の（案）とします。
なお、算出表の「根拠」欄の記載については、以下の内容を示します。
●「ﾆｰｽﾞ調査」-ﾆｰｽﾞ調査結果をもとに、国の示す方法で算出した数値
●「補正値」-本市の地域の実情等に合わせ、ﾆｰｽﾞ調査に基づくﾆｰｽﾞ量を補正したもの
[bookmark: _Toc387330214]教育・保育（区域毎）
[bookmark: _Toc387330215]（１）　０歳家庭のみ
①＜３号認定・全体＞（認定こども園及び保育所＋地域型保育）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人）
	1,854
	1,793
	1,767
	1,751
	1,733
	82.9%
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	1,438
	1,391
	1,370
	1,358
	1,345
	64.3%
	補正値①

	
	819
	792
	780
	773
	765
	36.6%
	補正値②

	推計児童数（人）
	2,237
	2,163
	2,131
	2,112
	2,091
	　
	　

	補正値①：ニーズ調査の回答において、保育利用の希望に特化したものを抽出し、算出したもの。

	補正値②：ニーズ調査結果に基づく育児休暇取得率（43.1%）を考慮し、①の補正を行ったもの。



②＜３号認定・地区別＞（認定こども園及び保育所＋地域型保育）
[image: ]







③平成３０・３１年度０歳クラス申込実績（人数）※育休明入所希望者含む
[image: ]





[bookmark: _Toc387330217]（２）　１・２歳家庭のみ
①＜３号認定・全体＞（認定こども園及び保育所＋地域型保育）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人）
	3,896
	3,857
	3,794
	3,702
	3,658
	82.90%
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	3,299
	3,266
	3,212
	3,135
	3,097
	70.20%
	補正値①

	
	2,721
	2,694
	2,650
	2,586
	2,555
	57.90%
	補正値②

	推計児童数（人）
	4,700
	4,652
	4,576
	4,466
	4,412
	　
	　

	補正値①：ニーズ調査の回答において、保育利用の希望に特化したものを抽出し、算出したもの。

	補正値②：ニーズ調査結果に基づく育児休暇取得率※1年以上（17.6%）を考慮し、①の補正を行ったもの。


 
②＜３号認定・地区別＞（認定こども園及び保育所＋地域型保育）
[image: ]







③平成３０年度・３１年度１・２歳クラス申込実績（人数）※育休明入所希望者含む
[image: ]






[bookmark: _Toc387330219]（３）　３歳～就学前家庭のみ
①＜１号認定・全体＞（認定こども園及び幼稚園）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人）
	1,763
	1,747
	1,711
	1,694
	1,664
	23.6%
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	1,995
	1,976
	1,935
	1,916
	1,882
	26.7%
	補正値

	推計児童数（人）
	7,471
	7,401
	7,248
	7,177
	7,050
	　
	　

	※補正値：３歳以上児が保育園、認定こども園、幼稚園等のいずれかの施設を利用する割合（平成３０年度実績：96.8%（対総人口））をもとに、幼児教育・保育の無償化を考慮し、補正するもの。






②＜１号認定・地区別＞（認定こども園及び幼稚園）
[image: ]




[bookmark: _Toc387330220]


③＜１号認定（２号相当）・全体＞
※共働き世帯など本来であれば２号認定となるが、教育の利用ニーズが高いため、１号認定としての利用を見込む者
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人）
	433
	429
	420
	416
	409
	5.8%
	ﾆｰｽﾞ調査

	推計児童数（人）
	7,471
	7,401
	7,248
	7,177
	7,050
	
	


 
④＜１号認定（２号相当）・地区別＞
[image: ]







[bookmark: _Toc387330221]⑤＜２号認定・全体＞（認定こども園及び保育所）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人）
	4,894
	4,848
	4,747
	4,701
	4,618
	65.5%
	ﾆｰｽﾞ調査

	推計児童数（人）
	7,471
	7,401
	7,248
	7,177
	7,050
	
	



⑥＜２号認定・地区別＞（認定こども園及び保育所）
[bookmark: _GoBack][image: ]
⑦平成３０・３１年度３歳以上クラス（２号認定）申込実績（人数）
[image: ]






[bookmark: _Toc387330202]５　就学児童のニーズ量
放課後児童健全育成事業
	項目
	学年
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人日）
	低学年
	3,722
	3,677
	3,694
	3,666
	3,632
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	高学年
	2,722
	2,651
	2,558
	2,501
	2,471
	

	
	低学年
	2,777
	2,743
	2,756
	2,735
	2,710
	補正値※

	
	高学年
	1,401
	1,364
	1,316
	1,287
	1,272
	

	推計児童数（人）
	低学年
	7,610
	7,516
	7,550
	7,492
	7,422
	　

	
	高学年
	8,290
	8,075
	7,790
	7,615
	7,521
	

	※補正値：放課後留守家庭児童調査結果をベースとして、加入クラブの定員充足状況・待機状況を加味した、小学校ごとの推計値を合計したもの。



６　地域子ども・子育て支援事業のニーズ量
（1）利用者支援事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	ニーズ量（か所）
	2
	2
	2
	2
	2



（2）地域子育て支援拠点事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量
（人回/年）
	64,596
	63,456
	62,460
	61,248
	60,552
	77.6%
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	91,140
	89,522
	88,103
	86,429
	85,463
	　
	補正値※1

	推計児童数（人）※2
	6,937
	6,815
	6,707
	6,577
	6,503
	　
	　

	※1　補正値：平成２７年度から平成３０年度までの利用実績平均

	※2　０歳児から２歳児







（3）妊婦健康診査
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人日）
	26,219
	25,831
	25,601
	25,346
	24,231
	実績値※1

	推計児童数（人）※2
	2,237
	2,163
	2,131
	2,112
	2,091
	　

	※1　０歳児の人口推計を参考に母子健康手帳の交付数を量の見込みとする

	※2　０歳児



（4）乳児家庭全戸訪問事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人）
	2,210
	2,137
	2,105
	2,087
	2,066
	実績値※1

	推計児童数（人）※2
	2,237
	2,163
	2,131
	2,112
	2,091
	　

	※1　０歳児の人口推計に、こんにちは赤ちゃん訪問の面会率98.8％を乗じた数字

	※2　０歳児



（5）養育支援訪問事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人）
	160
	167
	169
	177
	180
	実績値※1

	推計児童数（人）※2
	2,237
	2,163
	2,131
	2,112
	2,091
	　

	※1　市保健師による養育支援訪問に加え、社会福祉法人等へ委託する産後ヘルパー等の実績を参考に算出したもの。

	※2　０歳児



（6）子育て短期支援事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人日）
	61
	60
	59
	58
	57
	0.2%
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	64
	63
	62
	61
	60
	　
	補正値※1

	推計児童数(人）※2
	30,308
	29,807
	29,297
	28,861
	28,496
	　
	　

	※1　補正値：平成２７年度から平成３０年度までの利用実績平均

	※2　就学前児童及び就学児童



（7）ファミリー・サポート・センター（子育て援助活動支援事業）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人日）
	5,889
	5,809
	5,703
	5,622
	5,540
	実績値※

	※平成２７年度から平成３０年度までの利用実績平均
	







（8）一時預かり事業
1 一時預かり事業（幼稚園型）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人日）
	75,113
	74,102
	72,753
	71,710
	70,672
	ﾆｰｽﾞ調査



2 一時預かり事業（一般型）
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人日）
	67,644
	66,352
	65,336
	64,365
	63,680
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	7,999
	7,846
	7,726
	7,611
	7,530
	補正値①

	
	13,225
	13,046
	12,809
	12,625
	12,442
	補正値②

	補正値①：ニーズ調査の回答において、利用意向の高いものを抽出し、算出したもの。
	

	補正値②：平成２７年度から平成３０年度までの利用実績平均
	
	
	



（9）延長保育事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	割合
	根拠

	ニーズ量（人）
	2,982
	2,943
	2,889
	2,847
	2,805
	20.7%
	ﾆｰｽﾞ調査

	推計児童数（人）※
	14,408
	14,216
	13,956
	13,754
	13,553
	
	



（10）病児・病後児保育事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人日）
	8,536
	8,421
	8,268
	8,149
	8,031
	ﾆｰｽﾞ調査

	
	5,378
	5,297
	5,227
	5,172
	5,111
	補正値※

	※補正値：ニーズ調査結果に対して、施設の月別稼働率を考慮したもの。
	
	



（11）放課後児童健全育成事業
５に記載のとおり。

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業
	項目
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度
	根拠

	ニーズ量（人）
	52
	52
	51
	50
	49
	実績値※

	※平成２７年度から平成３０年度までの利用実績平均
	



（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業
実施予定なし。ただし、今後の利用希望等の状況により、必要に応じて検討を行うものとする。
0歳	
令和２年度	令和３年度	令和４年度	令和５年度	令和６年度	2237	2163.108431833246	2131.2399675524875	2111.5222130562743	2091.3487359032256	1～2歳	
令和２年度	令和３年度	令和４年度	令和５年度	令和６年度	4700	4651.5097926350936	4576.0131709503394	4465.5659933223978	4411.7887610433809	3～5歳	
令和２年度	令和３年度	令和４年度	令和５年度	令和６年度	7471	7401.395703590676	7248.4312240123445	7177.3418820597062	7050.1426214820931	
（人）




1～3年生	

令和２年度	令和３年度	令和４年度	令和５年度	令和６年度	7610	7515.9260634533593	7550.3966039612387	7491.6457244680869	7421.9210862454393	4～6年生	
令和２年度	令和３年度	令和４年度	令和５年度	令和６年度	8290	8074.6378978522271	7790.4822936981245	7614.5886215622195	7520.5263882458112	
（人）
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image1.emf
年次 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

1～3年生 7,610 7,516 7,550 7,492 7,422

4～6年生 8,290 8,075 7,790 7,615 7,521


image2.emf
年齢 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

0歳 2,237 2,163 2,131 2,112 2,091

1～2歳 4,700 4,652 4,576 4,466 4,412

3～5歳 7,471 7,401 7,248 7,177 7,050


image3.emf
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

126 122 120 119 118 15.4%

231 224 220 218 216 28.3%

218 211 207 206 203 26.6%

83 81 79 79 78 10.2%

91 88 87 86 85 11.1%

69 67 66 65 64 8.4%

819 792 780 773 765 100.0%

永明・城南

大胡・宮城・粕川

合計

区域名

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵

36.6%

割合
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３０年度 ３１年度 増減率

117 88 75.2%

228 228 100.0%

216 165 76.4%

78 70 89.7%

122 103 84.4%

61 77 126.2%

822 731 92.0%

永明・城南

大胡・宮城・粕川

合計

区域名

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵


image5.emf
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

369 365 359 351 347 13.6%

789 781 769 750 741 29.0%

659 652 641 626 618 24.2%

286 283 278 272 268 10.5%

367 364 358 349 345 13.5%

251 249 245 239 236 9.2%

2,721 2,694 2,650 2,586 2,555 100.0%

割合

57.9%

区域名

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵

永明・城南

大胡・宮城・粕川

合計


image6.emf
３０年度 ３１年度 増減率

332 335 100.9%

746 813 109.0%

604 636 105.3%

295 316 107.1%

390 432 110.8%

290 254 87.6%

2,657 2,786 103.4% 合計

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵

永明・城南

大胡・宮城・粕川

区域名

本庁管内


image7.emf
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

265 262 257 254 250 15.0%

509 504 494 489 480 28.9%

379 375 368 364 358 21.5%

178 176 173 171 168 10.1%

244 241 236 234 230 13.8%

189 187 184 182 178 10.7%

1,763 1,747 1,711 1,694 1,664 100.0% 合計

永明・城南

大胡・宮城・粕川

区域名

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵

26.7%

割合


image8.emf
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

65 64 63 62 61 15.0%

125 124 121 120 118 28.9%

93 92 90 89 88 21.5%

44 43 42 42 41 10.1%

60 59 58 57 57 13.8%

46 46 45 45 44 10.7%

433 429 420 416 409 100.0% 合計

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵

永明・城南

大胡・宮城・粕川

区域名

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

5.8%

割合


image9.emf
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

735 728 712 706 693 15.0%

1,413 1,399 1,370 1,357 1,333 28.9%

1,052 1,042 1,020 1,010 992 21.5%

494 490 479 475 466 10.1%

676 670 656 649 638 13.8%

525 520 509 504 495 10.7%

4,894 4,848 4,747 4,701 4,618 100.0%

大胡・宮城・粕川

合計

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里

上川淵・下川淵

永明・城南

区域名

65.5%

割合
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３０年度 ３１年度 増減率

605 596 98.5%

1,345 1,385 103.0%

998 1,053 105.5%

490 498 101.6%

638 682 106.9%

481 512 106.4%

4,557 4,726 103.7%

上川淵・下川淵

永明・城南

大胡・宮城・粕川

合計

区域名

本庁管内

芳賀・桂萱・南橘・富士見

東・元総社・総社・清里


